
様式第１号（第４条関係）
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２■施策推進の状況

　
直接事業費

人件費

合計コスト

３■施策の担当課による評価結果

　

　　　　　　　 

平成18年度

　

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

施策評価票番号 51

基本成果指標名

総務部 収納課

　時間外に納税相談を実施し、納税の理解を得て、高い収納率を保ち、自主財源を確保する。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

　平成２３年度

３－２評価の内容

　時間外納税相談・収納更に１０月より月１回の休日収納を
実施し、市民の納税機会の拡大を図ってきたが、他市町の状
況を考慮すると抜本的な納税方法の見直しが必要と思われ
る。

　経済状況の急速な悪化により、期限内納付の困難な市民が増え、時間外
納税相談等を含め、積極的に納税相談を進め早期完納に努めることは引き
続き実施すべき事業である。また、市民の納税機会の拡大に対し、コンビ
ニ収納を含めた新たな事業を考慮する必要があると思われる。

　期限内に納付することができない市民が徐々に増え、分割納付などの納
税相談が増加した。今後も、時間外納税相談・収納は納税者の利便性を考
慮すると引き続き実施すべき事業である。

　概ね満足する成果をあげた。

　税源移譲・定率減税の廃止により住民税の増税感が増し、
納期限内に完納する納税者は減少することが予想される。

　期限内納付の困難な納税者には、年度内に完納できるよう分割納付など
の納税相談が必要がある。また、時間外納税相談は納税者の利便性を考慮
するとこれまで以上に重要な事業である。

　時間外納税相談は滞納者の希望日時に実施し、税を収納、高い収納
率を保ち、自主財源の確保に寄与した。

　時間外納税相談・収納を毎月２回実施しているが、夜間や
土・日曜日に納税したいという市民が徐々に増えてきた。今
後、市民ニーズや他市町の状況を踏まえて、納税機会を拡大
する必要がある。

　平成２２年度

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

 　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２４年度 　平成２６年度

　平成２５年度 　平成２７年度

　平成２５年度 　平成２７年度

単年度
担当課評価

３－1評価結果

担当課評価

　平成２２年度

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

422

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

達成率(％)
全期間（平成２３年度～平成２７年度）

達成率(％)

総合評価

実績値（単位）

財政運営

97.0（％）

　行政経営

目標値（単位） 実績値（単位）

評価票作成者

６―２―３　

640

0

収納課長 荒川　実

　計画推進「効率的で顧客志向の行政経営」

基本施策コード

目標値（単位）
指標の定義

　概ね満足する成果をあげた。

　歳入を表す最適な指標　収入済額/調定額×100

　平成２６年度

0

422

 　平成１８年度 　平成２０年度

0

２－１施策全体に
係る合計コストの
推移（千円）

　平成１９年度

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

　平成２１年度

640 422 422

　収納率（全体）

　平成２４年度　平成２３年度

97.0（％）

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある

　良好でない

　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 良好に進展 　良好に進展

　良好でない 　良好でない 　良好でない 　良好でない 良好でない 　良好でない 　良好でない 　良好でない

　良好に進展 　良好に進展 良好に進展

　良好でない



４■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 97.2(％) Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

４－１　施策を構成する事務事業の評価情報 　平成１8年度

事務事業名称

　平成19年度

成果指標と最終目標値(単位) 実績値

96.9(％)
時間外納税相談及び納付窓口体制の確立事
業（主要事業）

収納率（全体）　97.0（％）

　平成20年度

実績値

96.3（％）


